
款 款
(千円) (千円) (千円) (千円)

市税 4,625,247 2,754,698 59.6% 議会費 318,492 179,519 56.4%

地方譲与税 363,235 96,943 26.7% ( 23,381 ） ( 12,939 ） ( 55.3% )

利子割交付金 15,413 5,011 32.5% 3,631,723 1,154,426 31.8%

配当割交付金 3,000 1,641 54.7% ( 178,064 ） ( 1,784 ） ( 1.0% )

株式等譲渡所得割交付金 1,500 0 0.0% 5,799,368 2,037,826 35.1%

地方消費税交付金 473,330 258,455 54.6% ( 246,296 ） ( 243,235 ） ( 98.8% )

自動車取得税交付金 71,671 11,283 15.7% 3,215,123 1,227,694 38.2%

地方特例交付金 65,387 65,387 100.0% 労働費 37,044 19,135 51.7%

地方交付税 10,674,342 9,180,422 86.0% ( 26,750 ） ( 5,749 ） ( 21.5% )

交通安全対策特別交付金 9,735 4,998 51.3% 1,665,549 264,529 15.9%

分担金及び負担金 216,873 98,174 45.3% ( 4,527 ） ( 4,324 ） ( 95.5% )

使用料及び手数料 270,033 129,083 47.8% 1,431,335 938,143 65.5%

( 397,733 ) ( 0 ) ( 0.0% ) ( 173,910 ） ( 105,108 ） ( 60.4% )

2,531,168 998,506 39.4% 2,693,043 496,559 18.4%

( 460,060 ) ( 0 ) ( 0.0% ) ( 11,802 ） ( 11,802 ） ( 100.0% )

2,277,190 305,101 13.4% 1,079,736 538,320 49.9%

財産収入 43,698 18,829 43.1% ( 398,432 ） ( 32,214 ） ( 8.1% )

寄附金 30,925 34,336 111.0% 3,023,427 997,593 33.0%

繰入金 115,024 6,158 5.4% ( 123,088 ） ( 116,833 ） ( 94.9% )

( 125,257 ) ( 0 ) ( 0.0% ) 274,412 120,883 44.1%

995,463 0 0.0% 公債費 2,741,318 1,409,725 51.4%

諸収入 765,377 54,670 7.1% 予備費 99,577 0 0.0%

( 203,200 ) ( 0 ) ( 0.0% ) ( 1,186,250 ） ( 533,988 ） ( 45.0% )

2,461,536 61,700 2.5%

( 1,186,250 ) ( 0 ) ( 0.0% )

総務費

民生費

衛生費

26,010,147 14,085,395

農林水産業費

土木費

※（　　　）内は、うち明許繰越分

26,010,147 9,384,352

予　算　額 収入済額

１　平成23年度一般会計予算執行状況

予　算　額 支出済額
歳　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　出

平成２３年９月３０日現在

収　入　率 執　行　率

歳入合計

国庫支出金

繰越金

市債

県支出金

36.1%36.1%36.1%36.1%

54.2%54.2%54.2%54.2%

歳出合計

商工費

消防費

教育費

災害復旧費



収入済額 支出済額

(千円) (千円) (千円) 

国民健康保険事業特別会計
5,702,769 2,371,292 41.6%41.6%41.6%41.6% 2,355,968 41.3%41.3%41.3%41.3% 15,324

後期高齢者医療事業特別会計
503,142 149,525 29.7%29.7%29.7%29.7% 146,657 29.1%29.1%29.1%29.1% 2,868

介護保険事業特別会計
4,173,846 1,595,656 38.2%38.2%38.2%38.2% 1,634,120 39.2%39.2%39.2%39.2% △ 38,464

公有林整備事業特別会計
23,504 6,688 28.5%28.5%28.5%28.5% 6,383 27.2%27.2%27.2%27.2% 305

喜多方西部土地区画整理事業特別会計
129,817 23 0.0%0.0%0.0%0.0% 46,906 36.1%36.1%36.1%36.1% △ 46,883

塩川駅西土地区画整理事業特別会計
141,060 26,354 18.7%18.7%18.7%18.7% 76,932 54.5%54.5%54.5%54.5% △ 50,578

農業集落排水事業特別会計
198,688 12,433 6.3%6.3%6.3%6.3% 86,723 43.6%43.6%43.6%43.6% △ 74,290

下水道事業特別会計
1,546,568 112,410 7.3%7.3%7.3%7.3% 631,800 40.9%40.9%40.9%40.9% △ 519,390

山都簡易水道事業等特別会計
615,649 39,493 6.4%6.4%6.4%6.4% 120,424 19.6%19.6%19.6%19.6% △ 80,931

高郷簡易水道事業特別会計
123,991 14,823 12.0%12.0%12.0%12.0% 45,696 36.9%36.9%36.9%36.9% △ 30,873

駒形財産区特別会計
9,434 12 0.1%0.1%0.1%0.1% 12 0.1%0.1%0.1%0.1% 0

一ノ木財産区特別会計
42,517 2 0.0%0.0%0.0%0.0% 54 0.1%0.1%0.1%0.1% △ 52

早稲谷財産区特別会計
21,415 0 0.0%0.0%0.0%0.0% 54 0.3%0.3%0.3%0.3% △ 54

歳入歳出
差引額

（千円）

会　　　　　計　　　　　名

２　平成23年度特別会計予算執行状況
平成２３年９月３０日現在　　

予　算　額

収入率

歳　　　　　入 歳　　　　　出

執行率



喜多方西部土地区画整理事業特別会計

塩川駅西土地区画整理事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

山都簡易水道事業等特別会計

高郷簡易水道事業特別会計

会津いいで農業協同組合

国民健康保険事業特別会計 1,000,000

大東銀行

現　　　在　　　高

16,627,917,656

国民年金

借　　　　入　　　　先　　　　名

財政融資資金（旧資金運用部含む）

東邦銀行

会津信用金庫

福島銀行

平成２３年９月３０日現在　(単位：円）　 平成２３年９月３０日現在　(単位：円）　

合　　　　　　　計

会津商工信用組合

市町村振興協会

福　島　県

38,610,858,947

1,022,577,280

1,797,146,782

950,880,000

910,610,840

118,056,881

34,120,000

2,376,226,121

986,279,538

421,517,046

22,286,012,047

10,855,752,256地方公共団体金融機構

538,821,539

76,632,253

595,839,369

旧簡易生命保険資金

厚生年金

４　市債現在高調（借入先別）３　市債現在高調（会計別）

旧郵便貯金資金 1,894,320,755

182,290,167

会　　　　　　　計　　　　　　　名 現　　　在　　　高

563,369

一般会計

公有林整備事業特別会計

38,610,858,947合　　　　　　　計

1,705,464,206

下水道事業特別会計

643,895,012

914,312,749

9,439,570,886

2,841,911,142水道事業会計



５　財政状況公表に係る用語の意味

【あ行】
・一般会計
地方公共団体の会計の中心をなす会計で、行政運営の基本的な経費全般を計上する会計です。会計は単一で経理をするのが理想的です
が、行政活動は広範で多岐にわたるため、特定の目的については、必要に応じて特別会計を設置することで明確にしています。

・衛 生 費
保健衛生、環境衛生、母子保健、公害対策、塵芥処理などに関する経費です。

【か行】
・繰　入　金
地方公共団体の各会計間、一般会計、特別会計、基金等の会計間における現金の移動のことをいいます。

・繰　越　金
余ったお金を翌年度の財源として繰り越すものをいいます。

・交通安全対策特別交付金
地方公共団体が必要な道路交通安全施設の設置及びその管理に必要となる経費に充てるためのもので、交通反則金の一部が市に交付され
るものです。

・国県庫支出金
国、県の事務、事業を行った場合や社会資本のための事業など特定の目的の財源として、国や県から交付される補助金などがこれに該当
します。

・公債費
市が学校建設、道路改良、上･下水道の整備などのために借り入れしたお金を返済するための経費です。

・教 育 費
幼稚園、学校、社会教育などに関する経費です。

【さ行】
・歳　　入
会計年度(毎年4月1日から翌年3月31日までの１年間)における一切の収入をいいます。

・市　　税
市に納めて頂いた税金です（市民税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、入湯税などがあります。）



・使用料及び手数料
使用料は、市が有する行政財産や公の施設を使用させた場合にその使用された方から納めていただくものです。（公営住宅使用料など）
手数料は、市が特定の方のために行う業務に対し納めていただくものです。（各種証明手数料など）

・財　産　収　入
市が有する財産を貸したりや売却した場合などに生じる現金収入をいいます。

・諸　収　入
特定の歳入のための科目ではなく、他の収入科目に含まれない収入をまとめた科目です。

・自動車取得税交付金
県が徴収した税金（自動車取得税）の一部が市へ交付されるものです。

・市　　債
学校建設、道路の整備、上･下水道の整備などのため、県知事の許可を受けて政府資金や金融機関から借り入れし、長期にわたり返済し
ていくものです。

・歳　　出
会計年度（毎年4月1日から翌年3月31日までの1年間）における一切の支出をいいます。

・災害復旧事業費
降雨、暴風、洪水、地震、その他の災害によって被害を受けた施設等を原形に復旧するための事業に要する経費です。

・商 工 費
商工業振興対策、中小企業振興対策、観光振興などに関する経費です。

・消 防 費
消防団運営、消防施設整備、災害対策などに関する経費です。

・総 務 費
徴税、戸籍住民基本台帳、選挙などに関する経費です。

【た行】
・特別会計
特別会計は一般会計に対し、特定の目的の歳入歳出について経理するため、条例によって設置された会計です。

・地方譲与税
国の税金の一部が一定の基準により市に譲与される税金をいい、自動車重量譲与税や地方揮発油譲与税がこれに該当します。



・地方消費税交付金
県が徴収した税金（地方消費税）の一部が市へ交付されるものです。

・地方特例交付金
平成11年度の税制改正による恒久的な減税に伴う地方税の減収額の一部を補てんするため、地方税の代替的性格を有するものとして国
から交付されるものです。

・地方交付税
地方自治体間の財源の不均衡を是正し、すべての地方公共団体が合理的かつ妥当な水準の行政を行うのに必要な財源を保証する目的で、
国が徴収する税金（所得税、法人税、酒税、消費税等）の中から市の財政需要に応じて国から交付されるものです。

・土 木 費
道路維持、除雪、河川管理、都市計画、住宅などに関する経費です。

【な行】
・農林水産業費
農業振興、林業振興などに関する経費です。

【は行】
・分担金及び負担金
特定の利益を受けた方から徴収するものです。

【ま行】
・民 生 費
社会福祉、児童福祉、生活保護などに関する経費です。

【や行】
・予備費
予算外の支出又は予算超過の支出に充てるため、使途を特定しないで歳入歳出予算に計上し、執行機関にその使用を委ねた目的外予算
をいいます。


